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要約

災害時の提供食を改善させる要因の 1つに ｢管理栄養士・栄養士の存在 ｣がある。管理栄養士等の役割が地域防災計

画に記載されることが、災害時の食事改善につながると考えられる。本研究は都道府県地域防災計画を精査し、管理栄

養士等や食生活支援に関する記載状況を把握するとともに、今後、食支援に関する記載と管理栄養士等の担う役割を充

実させるために必要な取り組みを検討することを目的とした。47 都道府県中、｢管理栄養士 ｣｢ 栄養士 ｣の記載は 37 自

治体（78.7％）に認められたが、管理栄養士等が食料の調達に関与する記載は少なかった。被災経験が反映されたと考

えられる項目に、｢ 被災者の自立支援 ｣、｢ 災害応急対策従事者用の備蓄 ｣ があった。管理栄養士等の持つ知識は被災

者の健康維持に必要な食料調達を可能にすることの周知や、長期的な支援や災害応急対策従事者に対する支援など、幅

広い支援の検討が必要であると考えられる。
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Summary 
　　　One of the factors that could improve the foods served in disasters is “involvement of registered dietitians and dietitians.”  
It is assumed that if descriptions about roles of registered dietitians and dietitians are included in regional disaster prevention 
plans, nutrition in disasters could be improved.  This study aimed to investigate to what extent descriptions about registered 
dietitians and dietitians and nutrition assistance are included in the 47 prefectural disaster prevention plans and to consider what 
efforts are necessary to increase the descriptions in the plans and promote registered dietitians and dietitians’ involvement in  
nutrition assistance in the future.  As the results, descriptions of “registered dietitians” and “dietitians” were found in the plans 
of 37 prefectures (78.7%).  However, there were few descriptions of registered dietitians and dietitians being involved in food 
procurement.  Items that might be reflected by their disaster experience included “supporting affected people’s self-sustaining 
dietary life” and “description of food stocks for disaster response workers.”  It is necessary to inform the public that registered 
dietitians and dietitians’ special knowledge enables food procurement to maintain the health of disaster victims.  In addition, wide 
range of nutrition assistance for prolonged period and for disaster response workers are required.
Keywords: prefectural disaster prevention plan, registered dietitian, dietetic association, nutrition assistance, natural disaster

Ⅰ．はじめに 

近年わが国では、毎年のように大規模な自然災害が起

きている。自然災害の発生を防ぐことはできないが、発

災後の対応次第で人的被害を減らすことはできる。この

ためには平常時からの準備が特に重要である。東日本大

震災では、被災範囲が大きかったことから物資の供給が

遅れたこと、アレルギーなど食事に配慮が必要な人へ

の支援が届かなかったことなどが問題となった 1）。また、

全般的に栄養バランスの悪い食事が継続していたことも

うかがえる 2）。さらに、多くの場合、避難所の食事は冷

たくて硬く、高齢者には嚥下が難しい。口腔ケアが不十

分であることも相まって誤嚥性肺炎を起こすと、災害関

連死の一因ともなり得る 3，4）。災害時の食事状況を改善

させる要因の 1つとして、管理栄養士等の関与と活動が

報告されている 5）。大規模災害時において、発災後 24

時間以降に想定される健康・栄養問題には食欲不振やエ

ネルギーの摂取不足が挙げられているほか、食事に配慮

が必要な被災者の二次健康被害防止にも食事支援は発災

直後から必要である 6）。災害時に管理栄養士等が迅速な

支援を行うには、平常時から自治体等の防災関係部署の
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職員を中心とした他職種が管理栄養士の役割を十分に理

解し、派遣要請と受援の体制が構築されている必要があ

る。

本研究では、管理栄養士の役割の認知状況の指標とし

て、地域防災計画における管理栄養士が担う役割の記載

状況に着目することとした。過去にも同様の趣旨での調

査は行われていたが、すべて質問紙調査であり、質問項

目以外の記載事項は把握できていない 7，8，9）。地域防災

計画は全ての都道府県と市町村において策定されている

が、他自治体への物資供給要請や関係団体との人材派遣

調整など、都道府県のもつ機能に着目するため、今回は

都道府県地域防災計画のみを調査対象とした。管理栄養

士等や食に関する支援についての記載状況を確認し現状

を把握すると共に、今後、食支援の記載の増加と管理栄

養士等の活用が図られるためには、どのような取り組み

や働き掛けが必要かを検討することを目的とした。

Ⅱ．方法

検討した地域防災計画および資料編は 2020 年 9 月 24

日から11月5日の期間にそれぞれの都道府県ホームペー

ジより閲覧・ダウンロードして用いた。また、資料編が

ホームページに掲載されていない自治体については問い

合わせを行い、情報の提供を依頼した。複数の編がある

場合は地震や震災に関する編を参照した。問い合わせた

場合に資料として提供された内容を除き、備蓄計画や災

害時における栄養管理ガイドラインなど、地域防災計画

以外に自治体のホームページなどに示されている情報に

ついては対象外とした。

以上の方法により収集した情報を整理し、比較を行っ

た。なお、各項目ごとのデータの収集対象箇所は以下の

通りである。

（1）都道府県栄養士会との連携状況と管理栄養士の担う

具体的な役割

①都道府県栄養士会との連携状況

資料編全体、地域防災計画の総則に類する箇所を対

象とした。

②管理栄養士等、栄養士会の記載について

記載箇所が予測できなかったため、地域防災計画全

体を対象として調査し、記載内容を分類した。

（2）物資ニーズの把握と物資供給

記載があると考えられる応急計画の食糧供給の項目を

対象とした。

（3）要配慮者支援に関する記載

（4）避難の長期化対策に関する記載

（5）居住環境・地域特性に応じた記載

上記 3 つの項目は、調査を行う中で認められた特徴的

な記載をとりあげた。

（6）食料給与対象者に関する記載

①食料給与対象者に対応従事者を含む

②食料給与対象者に避難所以外（ホテル、自宅など）

の人も含む

記載があると考えられる応急計画を対象とした。

③災害従事者用の食料を備蓄している

④災害従事者用の食料を備蓄する旨の記載

記載があると考えられる、予防計画、資料編を対象と

した。

Ⅲ． 結果

（1）都道府県栄養士会との連携状況と管理栄養士の担う

具体的な役割

都道府県栄養士会と ｢ 災害時応援協定が結ばれてい

る ｣＊ 1 自治体は 12（25.5％）、｢ 防災会議の委員に栄養

士会が含まれる ｣＊ 2 自治体は 10（21.3％）、｢ 指定地方

公共機関に栄養士会が指定されている ｣＊ 3 自治体は 4

（8.5％）であった。20（42.6％）の自治体にいずれかの

記載が認められた（表１）。

表 1　都道府県栄養士会との連携状況（N＝ 47）

地域防災計画全体を対象として、管理栄養士等に関す

る記載の有無を調査したところ、｢ 管理栄養士 ｣ もしく

は ｢ 栄養士 ｣ の記載 ｣＊ 4 が 37（78.7％）の自治体、｢｢

栄養士会 ｣ の記載 ｣＊ 5 の記載が 15（31.9％）の自治体

に認められた（表 2）。

表 2　管理栄養士等、栄養士会の記載について（N＝ 47）

管理栄養士等の担う役割について記載のあった 37 自

治体について、その役割の内容を表 3 に示す。｢ 栄養相

談 ｣＊ 6 が 21（56.8％）自治体と最も多く認められた。「食

生活支援・健康指導を行う」＊7 とは、｢栄養相談・指導 ｣、

｢ 提供される食事への助言や栄養管理 ｣ といった具体的

な役割ではなく、「栄養・食生活支援を行う」、「健康指

導を行う」と記載していた自治体のことであった。

また、表には示していないが、「栄養士会との連携体

制の構築」、「管理栄養士等の早期派遣のために平常時か

ら体制構築を行う」といった記載がそれぞれ 3（23.1％）

の自治体に、「管理栄養士等の受援体制を構築する」と

いった記載が 1（7.7％）の自治体に認められた（表３）。

調査項目 自治体数 ％
災害時応援協定が結ばれている＊ 1 12 25.5
防災会議の委員に栄養士会が含まれる＊ 2 10 21.3
指定地方公共機関に栄養士会が指定されている＊3 4  8.5

調査項目 自治体数 ％
「管理栄養士」もしくは「栄養士」の記載がある＊4 37 78.7
「栄養士会」の記載がある＊5 15 31.9
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表 3　管理栄養士等の担う役割（N＝ 37）

（2） 物資ニーズの把握と物資供給（表 4）

｢ ニーズの把握方法 ｣＊ 8 まで記載していた自治体は

16（34.0％）であった一方、｢ ニーズ把握に関する記載

なし ｣＊ 9 の自治体は 22（46.8％）であった。ニーズ把

握に関する特徴的な取り組みとして、｢ 都道府県が人員

を派遣し、市町村のニーズを直接把握する ｣記載が 2 自

治体（4.3％）に、｢ ニーズに関する情報一元管理シス

テムやチームの所有と活用 ｣ の記載が 4（8.5％）自治

体に認められた。また、表には示さないが、｢ 個人から

の小口・混載の支援物資は受け付けない ｣という記載が

13（23.7％）の自治体に認められた。

表 4　物資ニーズの把握と物資供給（N＝ 47）

（3）要配慮者支援に関する記載（表 5）

本調査で認められた要配慮者支援について、具体的な

行動が示されていたものを表 5 に示す。｢ 小規模な調理

場を設置する ｣＊ 10 とは、嚥下困難者、高齢者に対する

支援として、｢ 弁当・おにぎり、米飯、パン、副菜等を

“かめない”“飲み込みにくい”人に合わせて調理、加工

できるよう、小規模な調理のできる調理場を設置する ｣

という記載であった 10）。

表 5　要配慮者支援に関する記載（N＝ 47）

（4）避難の長期化対策に関する記載（表 6）

｢ 自立を促すために、（避難所で）食材、調理器具な

どを配布し、自炊を促す ｣＊ 11 記載が 6（12.8％）の自

治体に、｢ 仮設住宅へ入居後も必要に応じて栄養相談を

行う ｣＊ 12 記載が 2（4.3％）の自治体に認められた。後

者の記載は両自治体とも、「県及び市町は、避難所解消

後においても被災者の食の自立が困難である場合には、

巡回栄養相談を継続するとともに、小グループ単位にお

いて栄養健康教育を実施するなど、被災者の栄養バラン

スの適正化を支援することとする。」10,11）というもので

あった。

表 6　避難の長期化対策に関する記載（N＝ 47）

（5）居住環境・地域特性に応じた記載（表 7）

居住環境・地域特性に応じた記載としては、｢ 高層階

への備蓄 ｣＊ 13、｢ 旅行者用の備蓄 ｣＊ 14 について、それ

ぞれ 4（8.5％）の自治体に記載が認められた。その他、

｢ 積雪時の温食提供 ｣＊ 15 が 2（4.3％）、｢ 高層建築物の

高層階へ備蓄を行う ｣＊ 16 記載が 1（2.1％）自治体に認

められた。｢ 高層建築物の高層階へ備蓄を行う ｣ 記載は、

「高層建築物においては、エレベーターの復旧までの間、

居住者は階段を利用して上下移動せざるを得ず、高層階

の居住者ほど、地上階との往復が困難になり孤立するお

それがある。このため、飲料水や食糧などの備蓄などを

進めていく（一部改）」12）というものであった。

役割の内容 自治体数 ％
栄養相談・指導＊6 21 56.8
食料の確保と配食の状況把握 14 37.8
提供される食事への助言や栄養管理 11 29.7
食生活支援・健康指導を行う＊7 10 27.0
要配慮者に対する栄養相談・指導 8 21.6
物資の配食に関与する 8 21.6
物資の備蓄に関与する 5 13.5
特殊食品の手配、調達 5 13.5
物資の調達に関与する 1 2.7

調査項目 自治体数 ％
「ニーズの把握方法」まで記載＊8 16 34.0
「ニーズを把握調査する」と記載 2 4.3
「ニーズに応じて供給」と記載 7 14.9
ニーズ把握に関する記載なし＊9 22 46.8

記載内容 自治体数 ％
宗教等食習慣の違いに配慮できる体制整備 3 6.4
アレルギー対応として原材料表示を行う 2 4.3
小規模な調理場を設置する＊10 1 2.1
配給の日時・場所の周知にあたっては外国語も使用 1 2.1
患者食について代替給食を行う 1 2.1

記載内容 自治体数 ％
食材、調理器具などを配布し、自炊を促す＊11 6 12.8
仮設住宅へ入居後も必要に応じて栄養相談を行う＊12 2 4.3
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表 7　居住環境・地域特性に応じた記載（N＝ 47）

（6）食料給与対象者に関する記載（表 8）

応急計画において、｢ 食料給与対象者に対応従事者を

含む ｣＊ 17 と記載していたのは、17（36.2％）であった。

｢ 食料給与対象者に避難所以外（ホテル、自宅など）の

人も含む ｣＊ 18 記載は 43（91.5％）であることと比較し

ても少なかった。　　　

｢ 災害応急対策従事者用の食料を実際に備蓄している

｣＊ 19 記載が 3（6.4％）、｢ 災害応急対策従事者用の食料

を備蓄する旨の記載 ｣＊ 20 が 8（17.0％）の自治体に認

められた。北海道、東北地方、中部地方には記載が全く

認められなかった一方、九州・沖縄地方では 8 自治体中

6 自治体に ｢ 災害従事者用の食料を備蓄する旨の記載 ｣

が認められた。

表 8　食料給与対象者に関する記載（N＝ 47）

Ⅳ．考察

（1）都道府県栄養士会との連携状況と管理栄養士の担う

具体的な役割

都道府県栄養士会との協定締結などは 20 自治体、予

防計画、応急計画における ｢ 管理栄養士 ｣、｢ 栄養士 ｣

の記載は 8割弱の自治体に認められ、被災者支援を担う

職種として認知され始めていることが確認できた。しか

し、管理栄養士等の記載はあるが、「栄養・食生活支援

を行う」、「健康指導を行う」のように具体的な役割の記

載がない自治体も 3割程度認められた。

予防計画、応急計画において、栄養士会と連携する旨

の記載が認められたのは約 3 割の自治体にとどまった。

記載していた 15 自治体中 9 自治体が、協定締結などを

行っていた自治体であった。協定締結などを行っている

が栄養士会の記載が予防計画、応急計画に無い自治体が

ある一方、協定締結などは行われていないが、栄養士会

に人材派遣要請を行う予定の自治体があることが認めら

れた。日本栄養士会には、平常時から訓練をうけ、災害

時の即戦力となる日本栄養士会災害支援チーム（Japan 

Dietetic Association-Disaster Assistance Team；

JDA-DAT）が設立されており、その周知と共に連携体制

の強化、地域防災計画への記載の増加が望まれる。　

管理栄養士等の物資への関与は ｢ 配食 ｣ が多く、｢ 調

達 ｣ は 1自治体にとどまった。災害時には起きている問

題別に支援を行うことが必要であり、平常時における部

署とは異なる問題別のチーム編成が求められる 13）。被

災者への食糧供給の問題に対しては、食に関する知識が

豊富な管理栄養士が、物資調達部門と協働できる体制づ

くりが望まれる。また、配食に関して、過去の調査（調

査対象に市町村も含む）では ｢援助食料の分配に際して

は栄養士が関与する体制となっている ｣と回答した自治

体は 2005 年で 4.5％ 7）、2013 年で 6.1％であることと

比べると 8）、本研究では 17.0％（47 都道府県中 8自治体）

と増加しているが、依然として多いとはいえなかった。

（2） 物資ニーズの把握と物資供給

ニーズの把握方法まで記載していたのは約 3 割であ

り、特徴的な取り組みとして、｢ 都道府県が人員を派遣

し、市町村のニーズを直接把握する ｣、｢ ニーズに関す

る情報一元管理システムやチームの所有と活用 ｣ の 2種

類が認められた。適切な物資供給には、適切なニーズ把

握が必要であり、前者の取り組みは、市町村の機能が失

われ、都道府県へのニーズ伝達が難しかったことに対応

していた 14，15）。後者の取り組みは、ニーズの把握、物

資の発注、物資の輸送調整等、物資供給に関与する部署

がそれぞれ異なるために情報伝達に時間を要し、調達物

資が届く際には被災者のニーズとはずれが生じたことに

対応し、関係部署を 1つのチームとしたり、情報共有が

できるシステムを作成したりし、迅速な物資供給を目指

す記載であった 14，15）。

2020 年度から、物資輸送を円滑にするための「物資

調達・輸送調整等支援システム」の運用を内閣府が開始

している 16）。都道府県の 8 割が使用する方向で検討し

ており 17）、2020 年度 4 月以降に改訂された地域防災計

画には記載が増えている可能性がある。便利なシステム

であるが、通信の断絶に備え、｢ 都道府県職員が避難所

に行き直接ニーズ把握 ｣というアナログな方法など、多

様なニーズ把握の手段を持っていることが望まれる。

｢ 個人からの小口・混載の支援物資は受け付けない ｣

記載は、過剰物資の仕分けに貴重な人手が割かれてし

まった過去の問題に対応する有用な解決策であった 18）。

（3）要配慮者支援に関する記載

義歯を失うと嚥下困難をきたすことが多く 19）、歯牙

がない被災者のために小鍋が求められた報告があること

からも 3）、小規模な調理場の設置は非常に効果的な支援

になると推察される。

外国人に対する取り組みも認められた。過去には、｢

食事を配る時間がわからず食べ物をもらい損ねた ｣｢ 避

難所というものが理解できず、食べ物をもらって良いの

かわからなかった ｣ ことが報告されている 20）。新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大前は訪日外国人数、在留

外国人数ともに年々増加していたことからも 21，22）、今

後の災害対策には外国人への配慮が求められる。

さらに、要配慮者に対し ｢ 食べられる ｣ 食事を提供

するために、備蓄の管理システムが開発されている 23）。

これは、備蓄食品の賞味期限が近づくとメールで知らせ

る機能を持つほか、自治体のデータベースと連携するこ

とで要配慮者の人数を割り出し、必要な特殊食品の種類、

数を示す機能がある 23）。特殊食品に関する知識の有無

記載内容 自治体数 ％
高層階への備蓄を行う（水害・津波対策）＊ 13 4 8.5
旅行者用の備蓄を行う＊14 4 8.5
積雪時の温食提供＊15 2 4.3
高層建築物の高層階へ備蓄を行う（地震対策）＊16 1 2.1

記載項目 自治体数 ％
食料給与対象者に避難所以外（ホテル、自宅など）の人も含む＊18 43 91.5
食料給与対象者に対応従事者を含む＊17 17 36.2
災害応急対策従事者用の食料を備蓄する旨の記載＊20 8 17.0
災害応急対策従事者用の食料を実際に備蓄している＊19 3 6.4
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に依存しない支援システムは、今後の要配慮者支援体制

の整備に大きな貢献をもたらす可能性がある。

（4）避難の長期化対策に関する記載

記載が認められた 8 自治体中 5 自治体に被災経験が

あった。自炊のための食料などの配布は、支援活動が自

立の妨げになっていた報告 24）、仮設住宅入居後の栄養

相談の継続は、仮設住宅入居時はインスタントの麺や食

品、総菜などの摂取頻度が高く、震災の 2年後も食物摂

取状況は回復したが震災前のレベルまで戻っていなかっ

たなど長期的な食生活支援が求められている報告に対す

る解決策と考えられる 25，26）。今後予測される大規模災

害においても避難の長期化が予測されるため、全ての自

治体が応急期後期、復興期にも目を向けた支援体制を平

常時から構築することが必要である。

（5）居住環境・地域特性に応じた記載

高層階への備蓄の記載が認められた自治体のうち 2 自

治体は南海トラフ地震で津波が予測されている自治体と

過去に水害があった自治体であり、対策が講じられてい

ると推察する。防災基本計画には、｢ 地方公共団体が地

域防災計画を作成するに当たっては，当該団体の自然的，

社会的条件等を勘案して，各事項を検討の上，必要な事

項を記載し，また，特殊な事情がある場合には，適宜必

要な事項を付加するものとする ｣27）とされており、類似

の特徴を持つ他自治体の取り組みを取り入れるなど、各

自治体の実態を反映した地域防災計画の策定の推進が望

まれる。

（6）食料給与対象者について

災害従事者に対し食料供給を行う、備蓄を行う記載は

少なかった。その要因として、災害救助法の対象に避難

者以外の職員等は含まれないこと 28）、住民向けの備蓄

も予算や保管場所の不足により必要量を満たせていない

ことが考えられる 8）。熊本地震では、職員に関し、｢ 食

事がとれず栄養不足で憔悴しきっていたが業務を続けた

｣ 報告もあり 29，30）、この問題が共有された結果、九州・

沖縄地方での記載が多かったと予想される。従事者の疲

労は支援活動の混乱につながりうるため、従事者用の物

資備蓄を行うなど、従事者の食糧確保方法について検討

しておく必要がある。そのためには、被災市町村におけ

る従事者は自己完結性を有する必要のある外部支援者と

は異なり、被災者であることを認識する必要があると考

えられる。

（7）まとめ

都道府県栄養士会や管理栄養士等は、被災者支援を行

う職種として認知されてきている。しかし、管理栄養士

の特殊食品などの知識が活かせる食料調達や配分につい

ての記載は、栄養指導に比べ少なかった。今後の災害で

も高齢者など要配慮者支援は不可欠であるため、管理栄

養士の役割として食料調達・配分を広く示していく必要

があると考えられる。

被災経験が反映されたと考えられる項目もあり、応急

期や被災住民のみならず、復興期を見据えた支援や災害

応急対応従事者に対する支援など、幅広い支援を行う必

要性が示唆された。また、今回認められた要配慮者支援、

地域の特徴に応じた取り組みが他自治体でも取り入れら

れ、より良い被災者支援につながることが期待される。

Ⅴ． 研究の限界点

本研究の主要な情報源は、自治体のホームページであ

る。単語の検索を行った項目では、セキュリティ対策で

検索不可である自治体や、改行などで単語がサーチでき

なかったなど一部の情報を正確に把握できなかった可能

性が考えられる。また、物資供給の項目における記載状

況を確認した部分においては、他の項目にこの種の情報

が記載されていた場合、各自治体の準備状況を正しく反

映できていない場合もあり得る。
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